
【方針２－１】 項目番号 ９

SDGsの
ゴール・
目標

所管課

■具体的な取組

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

活動指標
個人県民税収
入率96.7%

個人県民税収
入率96.7%

個人県民税収
入率96.8%

個人県民税収
入率96.9%

個人県民税収
入率97.0%

活動指標

活動指標

■成果指標

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

1
98.7%
（R3）

98.7% 98.8% 98.9% 99.0%

2
1,756,846
（R3）

1,725,493 1,696,147 1,595,109 1,489,521

【参考】これまでの主な取組

成果指標名 基準値
（R3又はR4)

年度ごとの目標値

県税の収入率（％）

県税未済額（千円）

取組による効果 　県の諸施策を実現するために必要な財源を確保します。

県民から見た
行政運営の変化
（実施項目の目標）

　自主財源の根幹をなす県税収入を確保することにより、新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画
の実現に必要な事業の財源に充てることが可能となり、県民サービスの向上につながりま
す。

取組項目 達成目標

実施項目名

　個人県民税について、併任職員の設置、合同公売会の開催、実務研修生の受入、研修会の開催など各市町
村と連携に取り組み、平成29年度から令和3年度にかけて収入率が0.6ポイント上昇した。

　県税収入の確保 税務課

1

個人県民税に
係る徴収対策
の強化

　収入率の向上及び徴
税吏員の資質向上によ
る県税収入確保の基盤
強化

3

市町村併任及
び合同公売会
の実施

2

徴税吏員の技
術向上

現年度の徴収対策を中心とした市町村支援の実施
着実な収入率の向上

職場内研修の定例化・集中化・県外を含めた多様な研修機会の活用

県税職員が市町村職員の身分を併せて有し、市町村職員として個人県民税の
滞納整理に従事する。
県と市町村の合同公売会を実施

研修４回以上

併任39市町村以上
合同公売会１回以上

主な課題 　自主財源を確保するために、県税収入率向上に取り組む必要があります。

取組内容

　県税の収入率向上のため、県税職員の賦課徴収技術の向上を図りながら、収入未済の約
４分の３を占める個人県民税均等・所得割（以下、「個人県民税」と記します。）を中心に徴収
対策を実施します。

　令和８年度までに県税収入率を99.0%まで引き上げることを目指します。

収支のバランスがとれた財政マネジメント
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